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主要ニュース 

【内政】 ●大統領選挙を見据えた各政党の動きが活発化。ＰＳＤは大統領候補をダンチラ首相に決定。 

●ＡＬＤＥが連立与党政権を離脱し，プロ・ルーマニアと同盟の意向。タリチャーヌ党首は大統領選立

候補を断念。 

●カラカル少女誘拐殺人事件が発生。事件を受けた政府要職等の辞任・解任。 

●比較的大規模の反政府抗議集会が行われたが，大きな混乱無く終了。 

●カラカル事件，ＡＬＤＥ離脱を受けた内閣改造の動き。大統領は，新大臣の提案を拒否。 

【外政】 ●ヨハニス大統領は、米国を訪問し、トランプ大統領と会談を行った。今次訪問は、米・ルーマニア戦

略的パートナーシップ２０周年の節目に行われた２０１７年の訪問以来で、２回目。 

●サンドゥ・モルドバ共和国新首相が、ルーマニアを訪問し、大統領宮殿にてヨハニス大統領と会談を

行った。 

【経済】 ●２０１９年７月のインフレ率は４．１％で、ＥＵ２８か国中、最高水準。 

●８月１６日の時点での欧州基金（２０１４～２０２０年）執行率は３１．００％（約９４億４，００

０万ユーロ）。ＥＵ２８か国平均（３４％）から３％下回った。 

内政 

■ 内閣人事 

・７月３日，ヨハニス大統領は，テオドロヴィッチ財

務大臣を副首相代行に任命する大統領令に署名した。

シュテファン前副首相が，７月１日付けで欧州会計検

査院のメンバーに就任したことを受けたもの。 

・７月２４日，ヨハニス大統領は，ダンチラ首相から

提案のあった以下の三人の新閣僚を承認する大統領令

に署名をした。 

○外務大臣：ラモナ・マネスク元欧州議員 

○内務大臣：ニコラエ・モガ上院議員 

○戦略的パートナーシップ担当副首相：ミハイ・フ

ィフォル前国防大臣，社会民主党（ＰＳＤ）幹事長 

・７月３０日，モガ内務大臣がカラカル事件を受けて

辞任した。内務大臣代行にフィフォル副首相が指名さ

れ，ヨハニス大統領が，承認の大統領令に署名を行っ

た。 

・８月 2日，アンドロネスク教育大臣が，カラカル事

件を巡る発言が原因で，ダンチラ首相から解任された。 

５日，ヨハニス大統領は，アンドロネスク教育大臣を

解任し，ブレアズ文化大臣を教育大臣代行に指名する

大統領令に署名を行った。 

・８月２３日，ＰＳＤは，ＣＥＸを開催し，その中で，

空席となっている大臣職等への新大臣の指名を決定し

た。 

○内務大臣候補：フィフォル戦略的パートナーシッ

プ担当副首相，内務大臣代行 

○戦略的パートナーシップ担当副首相候補：ビルチ

ャル法務大臣（前戦略的パートナーシップ担当副首相） 

○法務大臣候補：ダナ・グルボヴァン裁判官（ルー

マニア全国裁判官連盟会長） 

○副首相（経済担当）候補：ユリアン・イアンク下

院議員（下院産業委員会委員長） 

○教育大臣候補：シェルバン・ヴァレカ上院議員（元

研究大臣，アルジェシュ県支部長） 

・８月２７日，ＡＬＤＥの政権離脱を踏まえ，マネス
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ク外務大臣を除くＡＬＤＥ出身の大臣（アントン・エ

ネルギー大臣，イリエ議会担当大臣，ガヴリレスク環

境大臣）が内閣を辞任した。ＰＳＤは，ＣＥＸにて，

大臣代行を以下のとおり指名した。 

○エネルギー相代行：バダラウ経済相 

○議会担当相代行：オプレア・ビジネス環境・貿易・

起業相 

○環境相代行：デネシュ水利・森林相 

ヨハニス大統領は，アントン・エネルギー大臣，イリ

エ議会担当大臣，ガヴリレスク環境大臣の解任の大統

領令に署名を行った。 

・８月２８日，ヨハニス大統領は，首相から提案のあ

った大臣交代（内務、戦略的パートナーシップ、法務、

経済担当副首相、教育）をいずれも承認しないことを

表明した。さらに，ヨハニス大統領は，ＡＬＤＥの政

権離脱を踏まえ，「内閣は議会で新たに承認される必

要がある」と述べた。 

 

■ ＡＬＤＥの連立与党解消と政権離脱 

・８月２６日，自由民主主義同盟（ＡＬＤＥ）は党の

政治局会合を開催し，ＰＳＤとの連立与党の解消と，

政権からの離脱を決定した。党会合終了後，タリチャ

ーヌ党首は，ダンチラＰＳＤ党首には，内閣の再構築

等を相談していたが，回答が得られなかったので，Ｐ

ＳＤとの協力の継続を断念することを決定した，と述

べた。また自らの大統領選への立候補を断念し，上院

議長職を辞任すると述べた。さらに，ＡＬＤＥは，プ

ロ・ルーマニアと同盟を結ぶ方向で，プロ・ルーマニ

アが支持するミルチャ・ディアコヌ氏の大統領選への

立候補を支持する，と述べた。 

 

■ 大統領選挙に向けた動き 

・７月９日，ダンチラ首相は、閣議において，大統領

選挙の日程を本年１１月１０日（日）とすることを決

定すると述べた。第一回投票で５０％を越える得票を

獲得する者が出ない場合，決戦投票（第一回投票での

上位二候補によるもの）が，１１月２４日（日）に実

施される。 

・７月１１日，ダンチラ首相は，大統領選挙に自らが

出馬する用意があると述べた。 

・７月１３日，ルーマニア救出同盟（ＵＳＲ）の党大

会が行われ，投票でバルナ党首が党としての大統領候

補に選出された。 

・７月１５日，ＰＳＤのＣＥＸにおいて，ＰＳＤは党

の独自候補を立てることを，決定した。ダンチラ首相

は，ＰＳＤの候補が，ＡＬＤＥ及びプロ・ルーマニア

から支持されることを希望する，と述べた。 

・７月１５日，ヴォスガニアンＡＬＤＥ報道官は，世

論調査の結果から，タリチャーヌ党首がヨハニス大統

領に対抗しうる唯一の候補者であると述べ，ＰＳＤが

ＡＬＤＥと共にタリチャーヌ党首を支持しない場合は，

将来の連立を見直す可能性があると示唆した。 

・７月１８日，フィレア・ブカレスト市長は，ＡＬＤ

Ｅ，プロ・ルーマニアの支持を得てＰＳＤ候補として

大統領選に立候補したいとの希望を表明した。 

・７月２１日，ＰＳＤは常設事務局（ＢＰＮ）会合と，

全国執行委員会（ＣＥＸ）を実施し，ダンチラ首相を

党の大統領候補として一本化することを決定した。大

統領選への立候補を表明していたテオドロヴィッチ財

務大臣（党首代理），フィフォル党幹事長は，それぞ

れ前日までに、また，同じく立候補を表明していたフ

ィレア・ブカレスト市長は，ＢＰＮの席上でそれぞれ，

立候補を取り下げた。立候補を最後まで取り下げなか

ったプレショイアーヌ下院議員は，個人として大統領

選に立候補する意向を表明した。 

・７月２１日，バルナＵＳＲ党首とチョロシュＰＬＵ

Ｓ党首は，バルナＵＳＲ党首を共通の大統領候補とす

ることを発表した。チョロシュＰＬＵＳ党首は，バル

ナＵＳＲ党首が大統領になる場合，チョロシュ氏が首

相候補となることが両党で合意されていると述べた。 

・７月２４日，ＡＬＤＥの党会合が行われ，タリチャ

ーヌ党首が同党の大統領候補に選出された。タリチャ

ーヌ党首は，ＰＳＤがダンチラ首相を独自候補とする

決断は遺憾である，他方，同党首は，連立政権の政治

的安定の必要性から，ＰＳＤとの連立を解消するつも

りはない，と述べた。 

・８月４日，ＵＳＲ・ＰＬＵＳの大統領選挙キャンペ

ーンの開始が延期された。両党で，今後の選挙に関す
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る合意に至らなかったためとされる。 

・８月１０日，ＰＮＬは，ブカレスト大学広場におい

て，大統領選挙へのヨハニス大統領立候補のための署

名活動を開始した。ヨハニス大統領は，「議会選挙後，

または早期選挙の実施により，ＰＮＬや他の野党と協

力し，普通のルーマニアを実現するための強力なチー

ムを作る」と述べた。 

・８月１２日，政府は閣議で２０１９年予算の修正を

承認したが，この修正は，連立を組むＡＬＤＥからの

要請が踏まえられていなかった。タリチャーヌＡＬＤ

Ｅ党首は，予算案は非現実的なものであるとして，ダ

ンチラ首相に対し，８月２０日までに，市民の信頼を

得られるための対応策を示すべきである，と述べた。 

・８月１２日，ダンチラＰＳＤ党首は，党の全国執行

委員会（ＣＥＸ）終了後に記者会見を行い，ＰＳＤは

ＡＬＤＥとの連立政権を継続することを決定した，と

述べた。また，ＰＳＤは，ＡＬＤＥの最後通牒を受け

入れられない，と述べ，内閣の再構築は考えていない

が，数人の大臣の交代や施政方針の調整は行っていき

たい，と述べた。 

・８月２４日，社会民主党（ＰＳＤ）は，議会宮殿に

て臨時党大会を開催し，ダンチラ党首を正式に同党の

大統領選候補者とすることを決定した。党大会には１

０００人強の全国党支部関係者，労働組合代表等が参

加した。スタニシェフＰＥＳ（欧州社会党）党首が参

加し，応援演説を行った。 

・８月２５日，ミルチャ・ディアコヌ氏（元俳優，元

欧州議員）が，独立候補として大統領選に立候補を表

明した。その後，プロ・ルーマニア，及びＡＬＤＥが

同候補を支持することを表明した。 

・８月２５日，国民の運動党（ＰＭＰ）は，テオドル・

パレオログ元文化大臣を同党の大統領候補とすること

を決定した。 

・８月２７日，政府は大統領選挙実施のスケジュール

を決定した。 

  ９月２２日：立候補締め切り 

１０月１２日：選挙戦開始 

１１月８－１０日：在外投票 

１１月１０日：国内投票日 

 

■ 在外投票問題 

・７月１日，議会上院は大統領選挙における在外選挙

の実施に関する法律の改正案を可決した。３日，同改

正案は，決定権を持つ議会下院で採決に付され，賛成

２２８票，反対１票で可決された。 

・７月２３日，在外投票に関する法律の改正案（下記）

が，大統領により発布された。 

（１）在外投票所における選挙期間は３日間（金曜日

から日曜日まで）に拡大。 

（２）投票時間は，金曜日現地時間正午１２時から夜

２１時まで，土曜日現地時間朝７時から夜２１時まで，

日曜日現地時間朝７時から夜２１時まで。また，投票

所が閉まる２１時の段階で投票所内にいる，又は投票

所外であっても投票所に入るための列に並んでいる者

は，在外，国内の投票所を問わず，最長２３時５９分

まで投票権を執行できる。 

（３）事前の登録により，大統領選挙においても郵送

による投票が可能となる。 

 

■ 汚職事件の裁判官団の選出を巡る憲法裁判所の

決定 

・７月３日，憲法裁判所は，２００３年から２０１９

年に破毀院で３人の裁判官団により判決が言い渡され

た汚職事件について，汚職分野の専門の裁判官によっ

て裁かれるべきという規定が遵守されていなかったと

いう，議会下院ヨルダケ副議長の訴えを認める判断を

示した。これにより，ヴルコフ前首相補佐官，エレナ・

ウドレア元大統領補佐官等他の裁判がやり直しになる

と報道されている。ドラグネア前ＰＳＤ党首の裁判に

ついては，３人の裁判官団による裁判の後，５人の裁

判官団による裁判が行われ判決が確定したことから，

対象にならないとされている。 

・７月８日，コスタリカに「亡命」していたエレナ・

ウドレア元大統領補佐官（元下院議員，元大臣）が，

コスタリカで生まれた娘と共にルーマニアに帰国した。

ウドレア氏は，汚職の罪で６年の有罪判決を受け，逃

亡先のコスタリカで逮捕されたが，その後釈放されて

いた。今般の憲法裁判所の判決を踏まえ，裁判のやり
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直しが行われるとみられている。 

 

■ 刑法改正の違憲判断 

・７月２９日，憲法裁判所は，４月に議会で可決され

た刑法及び刑事訴訟法の改正案に対し，野党ＵＳＲ，

ＰＮＬ及び大統領から提出されていた違憲の訴えを認

める判断を下した。 

 

■ ＧＲＥＣＯによるルーマニアの司法状況に関す

る報告書 

・７月９日，法務省は，欧州評議会反汚職グループ（Ｇ

ＲＥＣＯ）によるルーマニアに関する二つの報告書を

発表した。ＧＲＥＣＯの報告書の概要以下のとおり。 

-ルーマニアは，汚職を防ぐ手段の導入においてあまり

前進が見られない。議論をよぶ司法改革について懸念。 

-ＧＲＥＣＯは，裁判官や検察官を対象とした特別法務

査察局の設立を断念するようにという助言が，ルーマ

ニア関係機関に完全に無視されたことに深い懸念を有

する。 

-ＧＲＥＣＯは，高位検察官の選任や解任にかかる条件

について行動がないこと，また，憲法裁判所が高位検

察官の任命に関する内閣の役割を増大させたことを批

判する。 

・ビルチャル法務大臣は，ＧＲＥＣＯ報告書を受けて，

ＧＲＥＣＯの助言をよく分析し必要な行動をとること

が必要，と述べた。ヨルダケ下院副議長は，ＧＲＥＣ

Ｏ報告書がルーマニアの司法の現実的な問題を無視し

ていると批判した。 

・７月１０日，ヨハニス大統領は，記者会見の中で，

ＧＲＥＣＯの報告書は，政府与党に突きつけられたレ

ッドカードであると述べ，特別法務査察局は迅速に解

体すべきであるとの考えを示した。 

 

■ カラカル少女誘拐殺人事件 

・７月２４日，１５歳の少女が，課外学習のためにヒ

ッチハイクをした車で誘拐された。少女は拘束中に，

３回にわたり警察に１１２番通報したが，警察が容疑

者宅に家宅捜索に入ったのは，少女の最初の通報から

１９時間後の２６日朝であった。容疑者は逮捕された

ものの，既に少女は暴行の上殺害され，遺体も焼却さ

れた可能性が高いことが判明。また，容疑者は，過去

にも同様の犯行を行った可能性が高いことも判明した。 

・この問題で，７月２７日，ダンチラ首相は記者会見

を行い，ブダ警察庁長官の更迭と，事件の経緯と各機

関の対応ぶりの詳細な報告を求めた。また，同首相は，

暴力，小児性愛等に対する刑罰の強化に関する国民投

票の実施を検討する，と述べた。また，８月３日に実

施予定だった党大会を延期することを決定した。 

・７月２８日，ヨハニス大統領は，記者会見を行い，

国防最高評議会（ＣＳＡＴ）を開催し，事案の詳細な

報告を求めると述べた。ヨハニス大統領は，関係機関

が，市民の命を守るという義務を果たすことができな

かったと述べ，内務省，１１２番を管理する特別通信

庁（ＳＴＳ）は厳しく責任を問われるべきである，と

述べた。また，この悲劇をモラル面で作り出したのは

政府内閣ではないか，として，刑法，刑事訴訟法の修

正や，刑事罰の軽減，政府機関におけるコネ採用，司

法の政治化等を批判した。 

・７月２７日及び２８日，ブカレストでは，政府及び

内務省に対する小規模抗議デモが発生した。 

・７月２９日，事件を受けて，ヴァシリカ特別通信庁

長官が辞任した。７月３０日，事件を受けて，モガ内

務大臣が辞任した。 

・８月 2日，アンドロネスク教育大臣が，事件を巡る

テレビにおける発言が原因で解任された。 

・死刑の再導入を含めた犯罪の厳罰化を求めるオンラ

イン嘆願書に１７万人の署名が集まった。ルーマニア

では，２０１７年から１８年にかけて，約１万９千人

の受刑者が，刑務所の悪環境の代償として刑期を短縮

され釈放されている。うち８４０名は殺人罪，５６６

名は強姦罪を犯している。 

 

■ 反政府抗議集会 

・８月１０日，ブカレストのヴィクトリア広場にて，

比較的大規模（最大１．９万から２．４万人程度）の

反政府抗議集会が行われた。抗議集会は，昨年の同日

に行われ，負傷者が多数発生した在外ルーマニア人に

よる抗議集会から一年の節目を記念し呼びかけられた
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もの。反政府抗議集会では，反ＰＳＤ，反汚職や，カ

ラカル事件における政府機関の対応ぶりを非難するメ

ッセージが書かれたプラカードを掲げたり，ルーマニ

アやＥＵ，欧米諸国の国旗等を掲げ，首相府に向かっ

てシュプレヒコールをしたりする活動が展開された。

また，広場の中心近くには「祭壇」が設けられ，カラ

カル少女誘拐事件で犠牲となった二人の少女，昨年の

抗議集会に参加し数日後に亡くなった男性，２０１５

年に起きたクラブ火災事件の犠牲者の写真等が掲げら

れた。警察及び治安警察（ジャンダルメリア）は，「対

話」と書かれたジャケットを着た者を含む軽装備の要

員や車両を数多く配備。治安警察は頻繁に記者会見を

行い，対応ぶりを報道陣に説明した。この集会で，大

きな混乱や事案は発生しなかった。同様の抗議集会は，

シビウ，ヤシ，クルージュ，ブラショフ，バイアマー

レ，ガラツィや，在外都市においても行われた。 

 

■ 内閣不信任決議案 

・ＡＬＤＥの与党離脱をふまえ，オルバンＰＮＬ党首

は，議会開始後直ちに，内閣不信任決議案の提出を検

討する，ただし，不信任決議案を提出できるのは一会

期に一回のみなので，議会過半数分の賛成署名を集め

てから不信任決議に臨みたい，と述べた。また，ケレ

メン・ハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ）は，ダンチ

ラ内閣不信任決議案に賛成する用意がある，と述べた。

ポンタ・プロ・ルーマニア党首は，内閣不信任決議案

の提出をするまでもなく，ダンチラ首相は，議会に内

閣の再構築について承認を求める必要がある，と述べ

た。バルナ・ルーマニア救出同盟（ＵＳＲ）党首は，

ダンチラ首相は辞任すべき，早期選挙を早急に実施す

べきと述べた。 

 

■ 世論調査 

・世論調査機関ＩＭＡＳによる大統領選挙に関する支

持（６月７日－２６日，ヨーロッパＦＭの依頼により

実施） 

ヨハニス大統領        ３６．６％ 

タリチャーヌＡＬＤＥ党首   １３．４％ 

ポンタ・プロ・ルーマニア党首 １２．２％ 

チョロシュＰＬＵＳ党首    １１．０％ 

ダンチラ首相          ５．８％ 

バルナＵＳＲ党首        ４．６％ 

ケレメンＵＤＭＲ党首      １．６％ 

トマクＰＭＰ党首        １．４％ 

・世論調査機関ＣＵＲＳによる，支持率世論調査（６

月２８日－７月８日に実施）。 

（大統領選挙における支持率） 

ヨハニス大統領          ４１％ 

タリチャーヌＡＬＤＥ党首     ２１％ 

キョヴェシ前ＤＮＡ長官      １１％ 

バルナＵＳＲ党首          ９％ 

テオドロヴィッチ財務大臣      ５％ 

クレツ欧州議員（プロ・ルーマニア） ４％ 

ケレメンＵＤＭＲ党首        ２％ 

（政党支持率） 

国民自由党（ＰＮＬ）       ２９％ 

社会民主党（ＰＳＤ）       ２６％ 

ルーマニア救出同盟・自由統一連携党（ＵＳＲ・

ＰＬＵＳ）              ２２％ 

プロ・ルーマニア          ８％ 

自由民主主義同盟（ＡＬＤＥ）    ５％ 

国民の運動党（ＰＭＰ）       ４％ 

ハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ）  ４％ 

その他               ２％ 

・世論調査機関アヴァンギャルドによる政党支持率調

査（ＰＳＤの党内資料とするために実施されたもの：

報道ベース） 

国民自由党（ＰＮＬ）      ３１％ 

社会民主党（ＰＳＤ）      ２６％ 

ルーマニア救出同盟・自由統一連携党（USR・PLUS） 

２８％（USR２５％，PLUS３％） 

プロ・ルーマニア         ３％ 

自由民主主義同盟（ＡＬＤＥ）   ５％ 

ハンガリー人民主同盟（ＵＤＭＲ） ３％ 

その他              ２％ 

・世論調査機関ＩＭＡＳによる支持率調査（７月１５

日－８月２日，ヨーロッパＦＭの依頼により実施） 

（大統領選挙における支持率） 
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ヨハニス大統領         ４１．７％ 

タリチャーヌＡＬＤＥ党首    １３．８％ 

ポンタ・プロ・ルーマニア党首  １２．９％ 

チョロシュＰＬＵＳ党首     １０．４％ 

バルナＵＳＲ党首         ９．４％ 

ダンチラＰＳＤ党首        ７．５％ 

（議会選挙における支持率） 

ＰＮＬ    ２５．５％ 

ＵＳＲ    ２１．４％ 

ＰＳＤ    １９．４％ 

Pro Romania   ９．０％ 

ＡＬＤＥ    ７．３％ 

ＰＬＵＳ    ６．０％ 

ＵＤＭＲ    ４．２％ 

ＰＭＰ     ２．９％ 

 

外政 

■ 主な要人往来 

・７月２日、サンドゥ・モルドバ共和国新首相が、ナ

スターセ副首相と共にルーマニアを訪問し、大統領宮

殿にてヨハニス大統領と会談を行った。ヨハニス大統

領は、会談において、モルドバ共和国の発展に向けた

支持を改めて表明した。サンドゥ・モルドバ共和国首

相は、その後、ダンチラ首相、チョラク下院議長、タ

リチャーヌ上院議長とも会談を行った。 

・８月２０日、ヨハニス大統領は、米国を公式訪問し、

トランプ・米大統領と会談を行った（下記「米国関連」

参照）。 

・８月２８－２９日、レシュ国防大臣はヘルシンキに

於いて、ＥＵ加盟国の非公式大臣会合に参加した。レ

シュ国防大臣は、非公式会合に出席した他、パナヨト

プロス・ギリシャ国防大臣と会談を行い、ギリシャ・

ルーマニア間の「素晴らしい軍事協力」について協議

した。 

 

■ 中国関連 

・７月２５日、ルーマニア国鉄（ＣＦＲ）の８０台の

電車車両の入札に、Alstom社（伊）、ジーメンスと並

び、中国 CRRC Qingdao Sifang社が参加している、と

報じられた。 

・７月３１日、ダエア農業大臣は、Jiang Yu中国大使

と面会した。中国は、ルーマニアの蜂蜜、ワイン、ひ

まわりの輸入に関心を持っている、と報じられた。 

・８月１９日、中国銀行（Bank of China)が、ルーマ

ニアに事務所を開設するべく、求人活動を開始した、

と報じられた。 

 

■ ＥＵ関連 

・７月１９日、大統領府はプレスリリースにおいて、

ヨハニス大統領はマクロン仏大統領との電話会談の中

でマクロン大統領が、欧州検察庁長官選挙において、

キョヴェシ前国家汚職対策局（ＤＮＡ）長官を支持す

ると表明したことを発表した。また、同選挙に関し、

ボリショフ・ブルガリア首相もキョヴェシ氏への指示

を表明した。 

・７月２３日、ＵＳＲ－ＰＬＵＳ「同盟２０２０」の

共同代表である、ギネア欧州議員は、欧州議会の地域

開発委員会副委員長に選出された。 

・８月１６日、外務省は、欧州委員会からＥＵ加盟国

への要請に応え、移民の受入を決定したと発表した。

同形式での受入は今年に入り３回目で、近年の地中海

沿岸における移民の増加状況を受けたもの。 

・８月２０日、ダンチラ首相は、ブリュッセルにおい

て、新しく選出されたフォン・デア・ライエン欧州委

員会委員長と会談を行った。会談では、ルーマニアの

次期欧州委員や、欧州委員会の優先事項、及び２０１

９－２０２４年のＥＵ戦略議題について協議された。

また、同委員長は、２０１９年上半期のルーマニアの

ＥＵ議長国としての結果に、謝意を表明した。 

 

■ シェンゲン関連 

・７月１６日、ダンチラ首相は、欧州議会の全体会議

において、ルーマニアは２０１９年上半期のＥＵ議長

国としての職務を全うしたことを通じ、ルーマニアの

協力・検証メカニズム（ＣＶＭ）完了への正当性を示

し、完全なるＥＵメンバー国であることを立証した、

と述べた。また、ルーマニアは、シェンゲン地域への

完全な統合達成への追求を続けていく、と述べた。 
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■ 英国関連 

・８月１９日、ミハラケ在英ルーマニア大使は、現在

４０万人以上の在英ルーマニア人がおり、２０２０年

の１２月３１日以降も引き続き英国滞在を望む者は、

新たな種類の居住ビザに申請する必要があると述べた。

同大使は、英国のＥＵ離脱後は、ＩＤのみで３ヶ月以

内の滞在が可能であり、欧州一時滞在許可に申請した

者は、最大で３年の滞在が可能になる、と述べた。 

 

■ 米国関連 

・７月２０日、クレム在ルーマニア米大使は、ルシュ

ノフにおける映画祭において、トランシルバニア地方

への移動は未だに容易ではなく、ルーマニアはインフ

ラ整備が非常に必要である、と述べた。 

・８月１６日、米国上院議会外交委員会は、アドリア

ン・ザッカーマン氏の在ルーマニア米国大使への任命

延期を発表した。 

・８月２０日、ヨハニス大統領は、米国を公式訪問し、

ホワイトハウスにおいてトランプ米大統領と会談を行

った。ヨハニス大統領の米国訪問は、米・ルーマニア

戦略的パートナーシップ２０周年の節目に行われた２

０１７年の訪問以来、２回目。訪問に先立ち、ヨハニ

ス大統領は、今次米国訪問は両国の大統領が以前から

希望していたものである、と述べた。二国間会談では、

戦略的パートナーシップ、法の支配、米企業の黒海天

然ガスへの投資、査証免除問題等について議論。会談

後発表された、共同声明の中で、主に言及された内容

は以下のとおり。 

 友好国、同盟国として、強靱で継続性のある戦略

的パートナーシップを前進。 

 本年は、ルーマニアの革命から３０年、また、ル

ーマニアのＮＡＴＯ加盟から堂々の１５周年と

いう記念の年。 

 黒海を含むＮＡＴＯの東方側面の防衛力と抑止

力を支持。 

 ルーマニアの天然ガス資源は、両国家の繁栄を高

め、欧州のエネルギー安全保障を強める潜在性を

持つ。両国は、両国に利益をもたらすエネルギー

投資環境の改善を検討。さらに、ル－マニアの民

間原子力エネルギーの目的を支持。 

 法律の執行と反汚職のパートナーシップは、法の

支配と司法の独立に対する、相互のコミットメン

トに強く根ざすもの。 

 透明性、予見性、安定性のある投資環境形成への

共通の関心。 

 

■ 周辺国との関係 

・７月２７日、オルバン・ハンガリー首相は、訪問し

たバイレ・トゥシュナド（トランシルバニア地方東部

ハルギタ県内）における夏期大学において、「ＥＵは

移民・難民への対応において、致命的な失敗を犯した」

と述べた。また、ヴァレア・ウズルイの墓地における

状況について、「想像を絶する」とし、トランシルバ

ニア地方におけるハンガリー人は、この件に関し、許

容可能な解決策を必要としている、と述べた。 

 

■ 軍事・安全保障関係 

・７月１７日、ストルテンベルグＮＡＴＯ事務総長は、

ミルチャ・ジョアナ元外務大臣を次期ＮＡＴＯ事務次

長に任命することを決定した。ジョアナ氏は、２０１

６年１０月以来事務次長を務めてきた米国のゴッテメ

ラー氏と交代し、１０月から就任予定。レシュ国防大

臣は、ジョアナ元外務大臣のＮＡＴＯ事務次長就任は、

ＮＡＴＯ同盟におけるルーマニアの役割と貢献が承認

されている証である、と述べた。 

・７月２２－２６日、コンスタンツァ及びルーマニア

の黒海沿岸地域において、軍事演習「Eurasian 

Partnership MCM Dive」が開催された。 

・７月３１日、チンク軍事基地において、「Resolute 

Castle 19」多国籍軍事演習が実施された。演習には、

ルーマニア軍、米サウスカロライナ州軍、オランダ軍

の工兵が参加した。 

・８月９日、ＮＡＴＯは、デヴェセルに配備されたイ

ージス・アショア・ミサイル防衛システムの更新完了

を発表した。新しく配備されたＳＭ３ブロック２Ａは、

これまでと同様に、爆発物（核、生物、化学）の積載

能力は無く、敵のミサイルを、衝撃で運動エネルギー
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により粉砕する設計。攻撃能力は無し。また、更新に

伴い、一時的にデヴェセルに配備されていたＴＨＡＡ

Ｄは、撤去された。 

・８月１９日、レシュ国防大臣は、マリの国連ミッシ

ョンに派遣される「カルパチアン・ピューマ」の送別

式典に参加した。 

・８月２７日、治安警察（ジャンダルメリア）の新た

な派遣団がアフガニスタンにおける６ヶ月のＮＡＴＯ

ミッションのために出発した。１６人の警察官と下士

官が、アフガニスタンの警備隊や関連機関に対する訓

練、カウンセリング、支援を行う。 

 

経済 

■マクロ経済 

（特に記載のない限り，対前年比又は前年同期比，季節

調整後，出典は国家統計局ＩＮＳ） 

 

【６月分統計】 

（１）鉱工業 

 ５月 ６月 

工業生産高  ▲１．７％ ▲４．１％ 

工業売上高(名目)  ７．６％ ▲０．２％ 

工業製品物価指数 ４．８％ ３．３％ 

新規工業受注高(名目)  ５．０％ ▲２．８％ 

工業生産高、工業売上高（名目）及び新規工業受注高

（名目）が減速。 

 

（２）販売 

 ５月 ６月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
３．７％ ５．７％ 

自動車・バイク売上高 ６．８ ％ ９．２％ 

小売業売上高 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．３％ 

EU２８か国 

１．３％ 

ユーロ圏 

２．６％ 

EU２８か国 

２．８％ 

小売業売上高（自動車・バイクを除く）及び自動車・バイ

ク売上高が加速。 

なお，６月の小売業売上高（ユーロスタット）対前年同月

比では，クロアチア(＋７．４％)が最も増加し，次いでリトア

ニア及びルーマニア（＋５．７％）、マルタ（＋５．６％）。 

 

（３）その他 

建設工事 ５月 ６月 

１９．６％ ２２．２％ 

建設工事が加速。 

 

（４）輸出入 

輸

出 

５月 ６月 

€６２億７,２７０万 

(６．８％) 

€５５億５,９６０万 

(▲５．５) 

RON２９８億５,９２０万 

(９．６％） 

RON２６３億１,９２０万 

(▲３．９％） 

輸

入 

€７７億５,４３０万 

（８．５％） 

€６６億９,０５０万 

（▲６．９％） 

RON３６９億１,１９０万 

(１１．３％） 

RON３１６億７,６１０万 

(▲５．３％） 

  

【１月～６月分統計】 

（１） 鉱工業 

 ５月 ６月 

工業生産高  ０．４％ ▲０．４％ 

工業売上高(名目)  ７．５％ ６．２％ 

新規工業受注高(名目)  ７．０％ ５．４％ 

新規工業受注高(名目)が若干減速。 

 

（２）販売 

 ５月 ６月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
７．１％ ６．９％ 

自動車・バイク売上高 ５．９％ ６．５％ 

 

（３）その他 

建設工事  ５月 ６月 

１４．５％ １５．９％ 

 

（４）輸出入 
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輸

出 

５月 ６月 

€２９３億３,９３０万 

(４．４％) 

€３４８億９,４３０万 

(２．７％) 

RON１,３９１億９, ２３０万 

(６．５％） 

RON１,６５４億３,１８０万 

(４．７％） 

輸

入 

€３５８億６,２６０万 

（８．３％） 

€４２５億８,６５０万 

（５．７％） 

RON１,７０１億２,２３０万 

 (１０．４％） 

RON２,０１９億５,７３０万 

(７．７％） 

貿

易

収

支 

▲€６５億２,３３０万 ▲€７６億９,２２０万 

▲RON３０９億３,０００万 ▲RON３６４億６,７５０万 

 

【７月分統計】 

・消費者物価指数  

 ６月 ７月 

全体 ３．８４％ ４．１２％ 

食料品価格 ５．００％ ５．１５％ 

非食料品価格 ２．８９％ ３．４４％ 

サービス価格 ４．２６％ ４．１１％ 

消費者物価指数 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．３％ 

EU２８か国 

１．６％ 

ユーロ圏 

１．０％ 

EU２８か国 

１．４％ 

７月の消費者物価指数（ユーロスタット）対前年同月比で

は，ポルトガル（▲０．７％）、キプロス（０．１％）及びイタリ

ア（０．３％）が最も低い。 

 

■ その他統計 

・ルーマニアの２０１９年６月、７月のインフレ率はそれぞ

れ、３．８％、４．１％。同時期の統一消費者物価指数

（HICP）に基づく年率はそれぞれ、３．９％、４．１％。（ＩＮ

Ｓ) 

・８月１４日，ルーマニアの２０１９年第２四半期のＧＤＰ

は対前期比で＋１．０％。２０１９年の第１四半期のＧＤＰ

成長率は対前年同期比で＋４．４％（季節調整前），＋４．

６％（季節調整後）。２０１９年上半期ＧＤＰ成長率は対前

年同期比で＋４．７％（季節調整前），＋４．８％（季節調

整後）。（ＩＮＳ) 

・７月１７日，ＥＵの６月末のインフレ率は１．６％（昨年同

期比０．５％減。）加盟国中（含英国）最高水準は、ルーマ

ニア（３．９％），ハンガリー（３．４％）及びラトビア（３．

１％）。（ユーロスタット) 

・８月１９日，ＥＵの７月末のインフレ率は１．４％（昨年同

期比０．８％減。）加盟国中（含英国）最高水準は、ルーマ

ニア（４．１％），ハンガリー（３．３％）及びラトビア（３．

０％）。（ユーロスタット) 

 

■ ＩＭＦ、国際機関関係 

・８月３０日、ＩＭＦルーマニア・ブルガリアの事務所所長

に、アレハンドロ・ハイデンベルグ氏に代わり、現ＩＭＦワ

ルシャワ事務所長のナディーム・イラヒ氏が就任。 

 

■ 産業界の動向 

・７月２日，仏自動車製造者委員会（ＣＣＦＡ）発表による

と，２０１９年６月における仏でのダチア新規登録台数は

１５，３３０台，対前年同月比で７．４％減。同マーケット・

シェアは６．６４％で，前年同月の６．５６％から０．０８％

増。２０１９年上半期の仏でのダチア新規登録台数は７

万６，４４９台で，対前年同期比で１．６％減。６月末の仏

でのダチアのマーケット・シェアは６．５５％で，前年同期

比で０．０１％増。（ＣＣＦＡ） 

・８月１日，仏自動車製造者委員会（ＣＣＦＡ）発表による

と，２０１９年７月における仏でのダチア新規登録台数は

９，９２７台，対前年同月比で１．５％増。同マーケット・シ

ェアは５．７６％，前年同月の６．５８％から０．１８％増。

２０１９年７月末までの仏でのダチア新規登録台数は８万

６，３７６台で，対前年同期比で１．３％減。７月末の仏で

のダチアのマーケット・シェアは６．４５％で，前年同期比

で０．０３％増。（ＣＣＦＡ） 

・７月５日，英自動車製造販売協会（ＳＭＭＴ）発表による

と，２０１９年６月における英でのダチア新規登録台数は

２，９３５台，前年同月比４６．７５％増。２０１９年６月の英

でのダチアのマーケット・シェアは１．３１％，前年同月比

０．４６％増。２０１９年上半期の英でのダチア新規登録

台数は１８，５６８台，前年同期比（１３，６１７台）で３６．３

６％増、同期間の英でのダチアのマーケット・シェアは１．
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４６％で，前年同期比で０．４２％増。（ＳＭＭＴ） 

・８月５日，英自動車製造販売協会（ＳＭＭＴ）によると，２

０１９年７月における英国でのダチア新規登録台数は１，

４４５台，前年同月比５．７８％増。２０１９年７月の英国で

のダチアのマーケット・シェアは０．９２％，前年６月から

０．０９％増。２０１９年１～７月末における英国でのダチ

ア新規登録台数は２０，０１３台，対前年同期比３３．５

７％増。１～７月末の英国でのダチアマーケット・シェア

は１．４０％，前年同期比で０．３９％増。（ＳＭＭＴ） 

・７月９日運転免許証・自動車登録局（ＤＲＰＣＩＶ）によると，

２０１９年６月の新車登録台数は１８，２０９台に達し，対

前年同月比で１２．３９％増。（ＤＲＰＣＩＶ） 

・８月９日，運転免許証・自動車登録局（ＤＲＰＣＩＶ）による

と，２０１９年７月の新車登録台数は２７，７４０台に達し，

対前年同月比で４２．５３％増。（ＤＲＰＣＩＶ） 

・７月１７日，欧州自動車工業会（ＡＣＥＡ）によると、６月

の欧州でのダチア自動車新規登録台数は５８，８９１台，

対前年同月比で４．５％増。２０１９年上半期の欧州での

ダチア自動車新規登録台数は３１１，８４１台，対前年同

期比で１０．５％増。（ＡＣＥＡ） 

・７月１９日，自動車生産者輸入業者協会(ＡＰＩＡ)によると，

２０１９年６月末の車両販売台数は９８，５３８台で，対前

年同期比で１０．７％増。６月末のメーカー別自動車販売

は、１位がダチア(２６，２００台，市場シェア：３１．１％，

対前年同月比＋７．６％)，次いでRenault（８，１８２台，市

場シェア：９．７％，対前年同月比＋３７．０％ )，

Volkswagen（７，４１８台，市場シェア：８．８％，対前年同

月比－１．８％)，Skoda（６，８８９台，市場シェア：８．２％，

対前年同月比＋１．９％），Ford (５，１６８台，市場シェ

ア：６．１％，対前年同月比＋１１．９％)。（ＡＰＩＡ） 

・８月２０日，自動車生産者輸入業者協会(ＡＰＩＡ)によると，

２０１９年７月末の車両販売台数は１１５，７４４台で，対

前年同期比で９．５％増。７月末のメーカー別自動車販

売は、１位がダチア(３０，１６４台，市場シェア：３０．４％，

対前年同月比＋５．９％)，次いでRenault（８，９９０台，市

場シェア：９．０％，対前年同月比＋３３．９％ )，

Volkswagen（８，９５２台，市場シェア：９．０％，対前年同

月比－４．３％)，Skoda（８，２１３台，市場シェア：８．３％，

対前年同月比＋１．４％），Ford (６，５２６台，市場シェ

ア：６．６％，対前年同月比で１９．２％)。（ＡＰＩＡ） 

 

■ 公共政策 

・７月８日，新公的年金法（第１２７／２０１９号）が公布さ

れ、翌９日の官報（５６３号）で公表された。同法では、本

年９月１日から２０２２年の間に、年金価格の段階的な引

き上げを規定。現在の１，１００レイから１，２６５レイまで

１５％上昇する。(アジェルプレス通信) 

・欧州基金省は，７月２６日時点での欧州基金（２０１４～

２０２０年）執行率を３０．００％（約９４億１，０００万ユー

ロ）と発表。ＥＵ２８か国平均（３３％）から３％下回った。 

・欧州基金省は，８月１６日時点での欧州基金（２０１４～

２０２０年）執行率を３１．００％（約９４億４，０００万ユー

ロ）と発表。ＥＵ２８か国平均（３４％）から３％下回った。 

・８月１２日，内閣は本年最初の予算修正を承認。財政赤

字目標は，国内総生産の 2.76％で不変（ＥＵのＧＤＰ3％

制限を下回った）。政府は、タバコへの物品税引き上げ、

甘味飲料への課税、銀行資産への税引き上げ等から本

年下半期での追加収入を期待。 

 

■ 財政政策 

・７月１日，公共財務省は，５月末の財政収支は約１４７

億６００万レイ（対ＧＤＰ比で１．４３％赤字）と発表。 

・７月１９日，２０１９年第１四半期の財政赤字（季節調整

後）はユーロ圏で対GDP比０．５％であり，欧州委員会２

８か国で０．６％であった。ルーマニアは，対 GDP 比で４．

５％で，EU 中で一番高い水準であった。その次にフラン

ス（３．６％），ベルギー（１．９％）。（ユーロスタット） 

・８月１日，公共財務省は，６月末の財政収支は約１９９

億６，０４０万レイ（対ＧＤＰ比１．９４％赤字）と発表。 

・８月２７日，公共財務省は，７月末の財政収支は約１８１

億３，６４０万レイ（対ＧＤＰ比１．７６％赤字）と発表。 

 

■ 金融等 

・８月５日，ＢＮＲは，政策金利を年率２．５０％で据え置く

ことを決定。中銀貸出金利は３．５０％で，中銀預入金利

は１．５０％で据え置くことを決定。 

・８月１日，７月末の外貨準備高は３５４億７，３００万ユー

ロ（６月末の３２５億６，９００万ユーロから増加），金準備
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高は１０３．７トンで不変。(ＢＮＲ) 

・８月１３日，６月末の経常収支等に関し次のとおり発表

された。 

（１） 経常収支は５１億３，５００万ユーロの赤字（昨年同

時期は３７億１，７００万ユーロの赤字。）。 

（２）外国直接投資 (ＦＤＩ) は，２３億２，２００万ユーロ（昨

年同時期は１７億８，３００万ユーロ）。 

（３）中長期対外債務は，７０３億６，１００万ユーロ（２０１

８年末から３．５％増、対外債務全体の６７．９％) 。 

（４）短期対外債務は，３３３億１，０００万ユーロ（２０１８

年末から５．９％増、対外債務全体の３２．１％) 。(ＢＮＲ) 

 

■ 労働・年金問題等 

・６月末の失業率(季節調整後)は、前月末から０．１％増

加し，４．０％。(ＩＮＳ) 

・６月の平均給与(グロス)は，５，１２７レイ(約１，０９０ユ

ーロ)（対前月比で１．０％増）。平均給与(手取り) は３，１

４２レイ (約６６８ユーロ)（対前月比で１．３％増）。平均給

与(手取り)が最も高かった業種は、石油・石炭精製分野

(８，２４５レイ，約１，７５４ユーロ)。最も低かった分野は

衣服製造業(１，７７６レイ，約３７７ユーロ)。 (為替レート

は１ユーロ＝４．７レイ)(ＩＮＳ) 

・国家雇用庁（ＡＮＯＦＭ）の発表によると、６月の失業率

は２．９５％（前月比０．０３％増加、昨年同期比０．５４％

減少）。（ＡＮＯＦＭ） 

 

■ 格付（２０１９年９月１３日付） 

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ  (安定的) 

 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（安定的） 

 

ＪＣＲ 外貨建長期     ＢＢＢ  (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ+ （安定的） 

（内はアウトルック） 

 

我が国との関係 

・８月２６～２９日、年次のルーマニアの大使会議が

開催され、その一環として、２７日、ヨハニス大統領

は大統領宮殿において各地駐在の全大使・総領事を前

に、演説を行った。その中で、戦略的パートナーシッ

プを強化すべき国の一つとして、日本にも言及した。 

 

 


